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第８章 主要指標の見通し 

 

１．将来人口の見通し 

 

本市の人口は今後も減少傾向が続くことが予想され、平成 33 年には、約

161,000人になる見通しです。 

年齢構成は、現在は年少人口（15 歳未満）と生産年齢人口（15 歳以上 65 歳

未満）が減少傾向にあり、老年人口（65歳以上）が増加傾向にありますが、平成

32年以降は老年人口も減少に転ずる見通しです。 
 

■本市の将来人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国立社会保障・人口問題研究所） 

 

■本市年齢 3区分の将来人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国立社会保障・人口問題研究所） 

182,031人 178,955人 174,440人
168,985人 162,405人

154,960人

人

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

100,000人

120,000人

140,000人

160,000人

180,000人

200,000人

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年

25,712人 23,889人 22,001人 19,469人 17,078人 15,371人

119,356人 113,732人
106,781人

97,181人
90,542人 85,618人

36,963人
41,334人

45,658人
52,335人

54,786人
53,971人

人

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

100,000人

120,000人

140,000人

160,000人

180,000人

200,000人

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年

年少人口 生産年齢人口 老年人口

資料 6



 - 2 -

 

２．将来世帯数の見通し 

 

本市の世帯数は増加傾向にありますが、平成27年以降、減少に転じることが予

想され、平成 33 年には、約 72,000 世帯になる見通しです。世帯規模は、核家

族化の進行により、さらに縮小していく見通しです。 
 

■本市の将来世帯数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．将来就業人口の見通し 

 

本市の就業人口は、現在は第 1 次産業就業者数と第 2 次産業就業者数が減少傾

向にあり、第 3 次産業就業者数が増加傾向にありますが、平成 22 年以降は第 3

次産業就業者数も減少に転ずる見通しです。平成 33 年には、第 1 次産業就業者

数が約 1,500 人、第 2次産業就業者数が約 16,000 人、第 3次産業就業者数が

約52,000人になる見通しです。 
 

■本市の将来就業人口 
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